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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第３期

第１四半期
連結累計期間

第４期
第１四半期
連結累計期間

第３期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （百万円） 81,938 84,476 379,258

経常利益 （百万円） 4,493 3,800 23,301

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,820 2,476 14,983

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,363 1,667 14,057

純資産額 （百万円） 67,062 77,372 76,978

総資産額 （百万円） 277,911 274,112 300,368

１株当たり　　　　　　　　　

四半期（当期）純利益金額
（円） 15.26 13.39 81.03

潜在株式調整後１株当たり　　

四半期（当期）純利益金額
（円） 15.24 12.38 80.96

自己資本比率 （％） 23.9 27.9 25.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、個人消費の動きは鈍く足踏み状態が続いているものの、民

間投資に持ち直しの動きがみられ、景気は弱い動きながらも緩やかな回復基調となった。

　今後については、英国のEU離脱に伴う先行き不透明感が高まっており、海外景気の減速や円高進行により国内景

気を押し下げる懸念はあるものの、各種政策の効果が下支えとなり景気の回復基調が続いていくことが期待され

る。

　当社グループの主たる事業である建設産業においては、民間建設投資は緩やかな増加傾向にあるが、一方で政府

建設投資は減少しており、企業収益の低下等による設備投資の先送りや建設技能労働者・建設資材の需給動向な

ど、引き続き懸念要素が残る経営環境となっている。

　このような状況のもと、当社グループは、平成27年５月に策定した「中期経営計画（2016.3期～2018.3期）」を

着実に推進することで、事業環境の変化に対応しながら、持続的な成長を遂げていく。

　当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高844億円（前年同四半期819億円、前年同四半期比

3.1％の増加）、営業利益48億円（前年同四半期45億円、前年同四半期比6.9％の増加）、経常利益38億円（前年同

四半期44億円、前年同四半期比15.4％の減少）、親会社株主に帰属する四半期純利益は24億円（前年同四半期28億

円、前年同四半期比12.2％の減少）となった。

　セグメントの業績は、次のとおりである。

（土木事業）

　受注高は293億円（前年同四半期比44.9％の減少）、完成工事高は277億円（前年同四半期比6.7％の減少）、

営業利益は32億円（前年同四半期比13.2％の減少）となった。

（建築事業）

　受注高は412億円（前年同四半期比25.1％の減少）、完成工事高は504億円（前年同四半期比5.9％の増加）、

営業利益は25億円（前年同四半期比75.3％の増加）となった。

（グループ事業）

　売上高は48億円（前年同四半期比23.6％の増加）、営業利益は３億円（前年同四半期比1.9％の減少）となっ

た。

（その他）

　売上高は14億円（前年同四半期比126.8％の増加）、営業利益は１億円（前年同四半期比139.1％の増加）と

なった。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

(3) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発への投資総額は約６億円である。この中には、社外からの受託研究

に係る費用約１億円が含まれている。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月５日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 185,209,189 185,209,189
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数は100株

計 185,209,189 185,209,189 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成28年６月30日 － 185,209 － 12,000 － 12,117

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日である平成28年３月31日現在の当社株主名簿により記載してい

る。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 260,800
 

－
株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他）※
 
普通株式 184,686,700
 

1,846,867 同上

単元未満株式
 
普通株式 261,689
 

－ 同上

発行済株式総数 185,209,189 － －

総株主の議決権 － 1,846,867 －

※　「完全議決権株式（その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が19,700株（議決権197個）含まれて

いる。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

　株式会社安藤・間

東京都港区赤坂

六丁目１番20号
260,800 － 260,800 0.14

計 － 260,800 － 260,800 0.14

（注）当第１四半期会計期間末（平成28年６月30日）における自己株式数は、普通株式251,264株（発行済株式総数に

対する所有株式数の割合は0.14％）である。

 

２【役員の状況】

　該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 100,617 96,836

受取手形・完成工事未収入金等 102,692 74,650

有価証券 15,999 18,999

未成工事支出金 6,280 6,208

その他のたな卸資産 5,565 6,280

繰延税金資産 2,105 2,145

その他 12,252 14,579

貸倒引当金 △10 △7

流動資産合計 245,502 219,693

固定資産   

有形固定資産   

土地 17,933 17,933

その他（純額） 8,969 9,314

有形固定資産合計 26,902 27,247

無形固定資産 1,900 2,071

投資その他の資産   

投資有価証券 20,734 19,573

繰延税金資産 2,040 2,258

その他 5,534 5,332

貸倒引当金 △2,246 △2,065

投資その他の資産合計 26,063 25,100

固定資産合計 54,865 54,419

資産合計 300,368 274,112
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 100,728 90,555

短期借入金 17,323 17,134

1年内償還予定の社債 451 451

未成工事受入金 30,354 24,674

完成工事補償引当金 2,472 2,338

賞与引当金 2,308 635

工事損失引当金 3,622 3,492

その他 29,643 21,507

流動負債合計 186,903 160,789

固定負債   

社債 831 831

転換社債型新株予約権付社債 10,050 10,045

長期借入金 12,719 12,205

繰延税金負債 55 55

退職給付に係る負債 12,181 12,118

環境対策引当金 155 153

その他 492 540

固定負債合計 36,486 35,950

負債合計 223,390 196,739

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,000 12,000

資本剰余金 14,994 14,993

利益剰余金 46,500 47,701

自己株式 △56 △54

株主資本合計 73,439 74,641

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,749 2,900

繰延ヘッジ損益 △17 △17

為替換算調整勘定 170 118

退職給付に係る調整累計額 △1,187 △1,057

その他の包括利益累計額合計 2,714 1,944

新株予約権 10 10

非支配株主持分 813 776

純資産合計 76,978 77,372

負債純資産合計 300,368 274,112
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高   

完成工事高 78,731 79,626

その他の事業売上高 3,207 4,850

売上高合計 81,938 84,476

売上原価   

完成工事原価 69,897 69,852

その他の事業売上原価 2,717 4,253

売上原価合計 72,614 74,105

売上総利益   

完成工事総利益 8,833 9,774

その他の事業総利益 490 596

売上総利益合計 9,324 10,371

販売費及び一般管理費 4,800 5,537

営業利益 4,523 4,833

営業外収益   

受取配当金 27 32

為替差益 49 －

貸倒引当金戻入額 － 174

その他 128 102

営業外収益合計 204 310

営業外費用   

支払利息 185 168

為替差損 － 1,041

その他 49 133

営業外費用合計 235 1,343

経常利益 4,493 3,800

特別利益   

固定資産売却益 2 0

特別利益合計 2 0

特別損失   

訴訟関連損失 － 11

その他 4 3

特別損失合計 4 15

税金等調整前四半期純利益 4,491 3,785

法人税等 1,666 1,312

四半期純利益 2,824 2,473

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
3 △2

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,820 2,476
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 2,824 2,473

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 512 △849

繰延ヘッジ損益 △3 0

為替換算調整勘定 1 △86

退職給付に係る調整額 28 130

その他の包括利益合計 538 △805

四半期包括利益 3,363 1,667

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,351 1,705

非支配株主に係る四半期包括利益 11 △37
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　非連結子会社であった株式会社アーバンプランニングについては重要性が増したため、当第１四半期連結会計

期間より連結の範囲に含めている。

 

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月1日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ１百万

円増加している。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の算定については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算定している。

　ただし、当該見積実効税率を用いて算定すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法を採用している。

 

（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用している。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 268百万円 280百万円

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式

利益

剰余金
924 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式

利益

剰余金
1,294 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注３）

 土木事業 建築事業
グループ
事業

合計

売上高         

外部顧客への売上高 29,725 47,664 3,919 81,310 628 81,938 - 81,938

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- 0 10,240 10,241 3 10,244 △10,244 -

計 29,725 47,665 14,160 91,551 632 92,183 △10,244 81,938

セグメント利益 3,775 1,466 310 5,552 80 5,632 △1,108 4,523

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んで

いる。

２．セグメント利益の調整額△1,108百万円には、セグメント間取引消去及びその他△０百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,107百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注３）

 土木事業 建築事業
グループ
事業

合計

売上高         

外部顧客への売上高 27,745 50,459 4,846 83,050 1,425 84,476 - 84,476

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - 7,871 7,871 3 7,875 △7,875 -

計 27,745 50,459 12,717 90,922 1,429 92,352 △7,875 84,476

セグメント利益 3,277 2,570 304 6,153 191 6,344 △1,510 4,833

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んで

いる。

２．セグメント利益の調整額△1,510百万円には、セグメント間取引消去及びその他８百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△1,519百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額（円） 15.26 13.39

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,820 2,476

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
2,820 2,476

普通株式の期中平均株式数（千株） 184,899 184,951

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

（円）
15.24 12.38

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ △2

（うち受取利息（税額相当額控除後）

（百万円））
（－） （△2）

普通株式増加数（千株） 169 14,884

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。
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２【その他】

重要な訴訟事件等

　提出日現在、当社を含む多数の建設会社を被告とする全国トンネルじん肺訴訟が、全国９地方裁判所に提訴され

審理中である。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月５日

株式会社安藤・間

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺 田　 昭 仁　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内 田　 好 久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社安藤・

間の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社安藤・間及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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